
 

 

 

大阪市市税条例施行規則の一部を改正する規則 

 

大阪市市税条例施行規則（平成29年大阪市規則第82号）の一部を次のように改正する。 

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付し又は破線で囲んだ部分をこれに対応する改正

後欄に掲げる規定の傍線を付し又は破線で囲んだ部分のように改める。 

改正後 改正前 

別表 

様式一覧表 

[略] 

第８号様式 減免申請書（条例第56条その

他関係） 

ア 市民税・府民税・森林環境税 

  [略]  

 [略] 

第８号様式 減免申請書（条例第56条その他

関係） 

 ア 市民税・府民税・森林環境税 

[様式 別紙２ 挿入] 

[イ～エ 略] 

別表 

様式一覧表 

[同左] 

第８号様式 減免申請書（条例第56条その

他関係） 

  ア 市民税・府民税 

[同左] 

 [同左] 

第８号様式 減免申請書（条例第56条その他

関係） 

 ア 市民税・府民税 

[様式 別紙１ 挿入] 

[イ～エ 同左] 

備考 表中及び表中に挿入される別紙の[ ]の記載は注記である。 

   附 則 

１ この規則は、令和６年５月 20日から施行する。 

 ２ この規則の施行の際現に存するこの規則による改正前の大阪市市税条例施行規則別表第８号

様式アによる用紙は、この規則による改正後の大阪市市税条例施行規則の規定にかかわらず、

当分の間なおこれを使用することができる。 

  

 

大阪市規則第85号



 

[第８号様式ア 別紙１] 

   

令和 年度 市民税・府民税 減免申請書 

 

大阪市長 

                                   令和  年  月  日 

次のとおり減免を申請します。 

住所  

(フリガナ) 
  

電話番号 

 

氏名    

減免区分 

(該当事由) 

大阪市市税

条例第 条 

第 項 

第 号 □災害(人的被害) (被害を受けた日)  

第 号 □災害(住宅･家財被害) (被害を受けた日)  

第 号 □災害(事務所等被害) (被害を受けた日)   

大阪市市税

条例第 条 

第 項 

第 号 □生活保護等受給 (受給開始年月日)  

第 号 □失業 (離 職  年 月  日)  

第 号 □所得減少 (所 得  減 少  率) ％ 1―  
②の金額 

①の金額 
小数点以下第２  

位未満切り捨て 

 第 号 □障がい者・未成年者・寡婦・ひとり親  (前年の合計所得金額) 円 

申請理由 

 

 

 

 

減免を受け

ようとする

期（月）別 

普通徴収 給与特別徴収 年金特別徴収 

  期（月）分～   期（月）分    月分～   月分    月分～   月分 

所得金額の

状況 

 前 年 (    年 ) 中 の 金 額  当 年 (  年 )中 の 見 積 金 額 

合計所得金額 
① 

円 
② 

円 

内 

訳 

給 与 所 得 
③ 

円 
⑧ 

円 

事 業 所 得 
（土地・株式等の譲渡、先物取引に係るものを除く。) 

④ 
円 

⑨ 
円 

不 動 産 所 得 
⑤ 

円 
⑩ 

円 

計 
⑥ 

円 
⑪ 

円 

継続性所 得 ( 利子･ 配当･ 事業･不 動産 

所得 、年 金に 係る 雑所 得等 ）の 合 計      

⑦ 

円 
 

そ の 他 の 所 得 金 額  
⑫ 

円 

合 計  
⑬ 

円 

その他資産

等の状況 

現 金 ・ 預 貯 金 ・ そ の 他 金 融 資 産 等 の 合 計 額 円 

居 住 用 以 外 の 不 動 産 の 所 有 □所有あり □所有なし 

 

  

 
受付印 



 

[第８号様式ア 別紙２] 

（表） 

   

令和 年度 市民税・府民税・森林環境税 減免申請書 

 

大阪市長 

                                   令和  年  月  日 

次のとおり減免を申請します。 

住所  

(フリガナ) 
  

電話番号 

 

氏名    

【市民税・府民税】 

減免区分 

(該当事由) 

大阪市市税

条例第 条 

第 項 

第 号 □災害(人的被害) (被害を受けた日)  

第 号 □災害(住宅･家財被害) (被害を受けた日)  

第 号 □災害(事務所等被害) (被害を受けた日)   

大阪市市税

条例第 条 

第 項 

第 号 □生活保護等受給 (受給開始年月日)  

第 号 □失業 (離 職  年 月  日)  

第 号 □所得減少 (所 得  減 少  率) ％ 1―  
②の金額 

①の金額 
小数点以下第２ 

位未満切り捨て 

 第 号 □障がい者・未成年者・寡婦・ひとり親  (前年の合計所得金額) 円 

申請理由 

 

 

 

 

減免を受け

ようとする

期（月）別 

普通徴収 給与特別徴収 年金特別徴収 

  期（月）分～   期（月）分    月分～   月分    月分～   月分 

所得金額の

状況 

 前 年 (    年 ) 中 の 金 額  当 年 (  年 )中 の 見 積 金 額 

合計所得金額 
① 

円 
② 

円 

内 

訳 

給 与 所 得 
③ 

円 
⑧ 

円 

事 業 所 得 
（土地・株式等の譲渡、先物取引に係るものを除く。) 

④ 
円 

⑨ 
円 

不 動 産 所 得 
⑤ 

円 
⑩ 

円 

計 
⑥ 

円 
⑪ 

円 

継続性所 得 ( 利子･ 配当･ 事業･不 動産 

所得 、年 金に 係る 雑所 得等 ）の 合 計      

⑦ 

円 
 

そ の 他 の 所 得 金 額  
⑫ 

円 

合 計  
⑬ 

円 

その他資産

等の状況 

現 金 ・ 預 貯 金 ・ そ の 他 金 融 資 産 等 の 合 計 額 円 

居 住 用 以 外 の 不 動 産 の 所 有 □所有あり □所有なし 

 
受付印 



 

（裏） 

  【森林環境税】 

免除区分 

(該当事由) 

森林環境税

及び森林環

境譲与税に

関する法律 

第 条 

第 号 
□災害(人的被害) (被害を受けた日)  

□災害(住宅･家財被害) (被害を受けた日)  

第 号 □生活保護受給 (受給開始年月日)   

第 号 

□失業・廃業 (離職・廃業年月日)  

□所得減少 ( 所 得 減 少 率 ) ％ 1―  ②の金額 

①の金額 

小数点以下第２ 

位未満切り捨て 

□やむを得ない多額の支出 ( 減 少 率 ) ％ 1―  
②の金額－支出額 

① の 金 額 同上 

 □所有する資産への損害 

 

( 減 少 率 ) ％ 1―  
②の金額－損害額 

① の 金 額 
同上 

申請理由 

□市民税・府民税の申請理由と同じ 

 

 

 

免除を受け

ようとする

期（月）別 

□市民税・府民税の減免を受けようとする期（月）別と同じ 

普通徴収 給与特別徴収 
申 請 日 以 後 の  

給 与 支 払 日  年金特別徴収 

 期（月）分～     月分～ 月 日      月分～ 

所得金額の

状況 

□市民税・府民税の所得金額の状況と同じ 

 前 年 (    年 ) 中 の 金 額 当 年 (  年 )中 の 見 積 金 額 

合計所得金額 
① 

円 
② 

円 

内 

訳 

給 与 所 得 
③ 

円 
⑧ 

円 

事 業 所 得 
（土地・株式等の譲渡、先物取引に係るものを除く。) 

④ 
円 

⑨ 
円 

不 動 産 所 得 
⑤ 

円 
⑩ 

円 

計 
⑥ 

円 
⑪ 

円 

継 続 性 所 得 ( 利子･配当･ 事業･不動 産 

所得 、年 金に 係る 雑所 得等 ）の 合 計      

⑦ 

円 
 

そ の 他 の 所 得 金 額  
⑫ 

円 

合 計  
⑬ 

円 

その他資産

等の状況 

□市民税・府民税のその他資産等の状況と同じ 

現 金 ・ 預 貯 金 ・ そ の 他 金 融 資 産 等 の 合 計 額 円 

居 住 用 以 外 の 不 動 産 の 所 有 □所有あり □所有なし 
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